
（様式1）         研究事業評価調書（平成25年度） 平成25年12月13日作成 

事業区分 経常研究（基盤） 研究期間 平成26年度～平成30年度 評価区分 事前評価 

西南暖地における地球温暖化に対応したジャガイモ選抜技術の開発と耐暑性素材の探

索 
研究テーマ名 
（副題） 

（青枯病抵抗性選抜技術の開発ならびに高温期生育適応性育種素材の探索 ） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター花き・生物工学研究室 波部一平 
＜県長期構想等での位置づけ＞ 

長崎県長期総合計画 政策4力強く豊かで農林水産業を育てる 
 (7)基盤技術の向上につながる研究開発の展開 

 
新科学技術振興ビジョン 

３－２－１．産業の基盤を支える施策 
(1)力強く豊かな農林水産業を育てるための、農林水産物の安定生産と
付加価値向上 

ながさき農林業・農山村活性化
計画 

５－Ⅰ．農林業を継承できる経営体の増大 
２．業として成り立つ所得の確保 
  ２．生産コストの低減による農林業者の所得向上 

１ 研究の概要(100文字) 
 青枯病抵抗性個体を選抜できるDNAマーカーの開発を行う。加えて、高温期生育適応性検定法の開発を
行い、耐暑性育種素材の探索を行う。 

研究項目 
① DNAマーカーを利用した青枯病抵抗性検定法の開発 
② 高温期生育適応性育種素材の探索 

２ 研究の必要性 
１） 社会的・経済的背景及びニーズ 
 地球温暖化現象によって青枯病やイモの腐れ等が多発傾向にあるため、土壌消毒や輪作、植付け時期を
遅らせるなどの対策を行っているが、今後も温暖化が進行していくことが予測され、被害の増加が懸念さ
れる。また、生育適期の短縮化による収量減少も起きている。そのため、生産現場では青枯病抵抗性なら
びに耐暑性の品種育成が望まれている。しかし、現在の青枯病抵抗性検定は年に1度しか行えず、検定精
度は環境条件に影響を受けるため、DNA マーカーでの育種選抜法の開発による育種のスピードアップ化が
望まれている。また、耐暑性についても検定法が未確立のため、国内で素材の探索がなされていない。 
２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 
 ジャガイモの育種は主に長崎県ならびに北海道にある公的機関で行われ、長崎県は暖地向け品種の育成
を担っており、温暖化に特に影響を受ける青枯病抵抗性および耐暑性育種に取り組んでいるのは長崎県だ
けである。青枯病は暖地で多発する病気であり、国内でジャガイモの青枯病抵抗性DNAマーカー開発に
取り組んでいる機関はなく、今後も他機関が取り組む可能性は極めて低い。また、ジャガイモにおける耐
暑性検定法は未確立であり、耐暑性素材の探索は行われていない。 
３ 効率性（研究項目と内容・方法） 
研究 
項目 

研究内容・方法 活動指標  
Ｈ 
26 

Ｈ 
27 

Ｈ 
28 

Ｈ 
29 

Ｈ 
30 

単位 

目標 500 500    青枯病抵抗性室内検定法の開
発 実績      

個体数 

目標 1     青枯病抵抗性系統由来の 2 倍
体系統 実績      

系統 

目標  100    DNAマーカー探索のための雑種
集団育成数 実績      

系統 

目標   1000 1000 500 
室内検定に供試する個体数 

実績      
個体数 

目標   80 50 20 

① 

育成した材料を
用いて室内検定
を行い、青枯病
抵抗性 DNA マー
カーを開発す
る。 

DNAマーカー開発に供試するマ
ーカー数 実績      

マーカー数 

目標 3 3 1   
試験条件設定数 

実績      
試験条件数 

目標    20 20 
② 

高温期生育適応
性検定法を開発
し、耐暑性素材
を探索する。 

高温期生育適応性検定法に供
試する品種系統数 実績      

系統 



１）参加研究機関等の役割分担  
(１)農林技術開発センター花き・生物工学研究室： 

２）予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（-円- 

研究費 
（千円） 国庫 県債 その他 一財 

全体予算 56,795 43,610 13,185    13,185 

26年度  11,359 8,722 2,637    2,637 

27年度 11,359 8,722 2,637    2,637 

28年度 11,359 8,722 2,637    2,637 

29年度 11,359 8,722 2,637    2,637 

30年度 11,359 8,722 2,637    2,637 
※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

 

４ 有効性 
研究 
項目 

成果指標 目標 実績 Ｈ 
26 
Ｈ 
27 
Ｈ 
28 

Ｈ 
29 
Ｈ 
30 

得られる成果の補足説明等 

① 
青枯病抵抗性室内検
定法の開発 

1技術   ○    
青枯病抵抗性育種において抵抗性検
定に利用される。 

① 
青枯病抵抗性DNAマー
カーの開発 

1技術      ○ 
青枯病抵抗性遺伝子を持つ個体の選
抜に利用される。 

② 
高温期生育適応性検
定法の開発 

1技術    ○   
耐暑性系統の選抜に利用される。 

② 
高温期生育適応素材
の探索 

1系統      ○ 
耐暑性品種育成のための交配に利用
される。 

１） 従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 
 ①従来の青枯病抵抗性検定は、青枯病発生圃場に品種系統を植え付けることで、発病程度を比較して行
う。そのため、菌種別の抵抗性の評価ができないが、新たな検定法では、菌種ごとの抵抗性評価が可
能になる。 
②従来の青枯病抵抗性検定は、抵抗性の判定に時間と労力を要し、圃場面積の制約から試験できる植物
体数に限りがある。また、圃場の環境条件によって影響され、検定精度が安定しない。しかし、開発
するDNAマーカーを用いることで、短時間で効率的に精度の高い抵抗性検定ができる。 

 ③ジャガイモにおける高温期生育適応性検定法を含む耐暑性検定法は確立されていない。 
 ④青枯病抵抗性かつ耐暑性を持つ地球温暖化に対応した系統は国内で育成されていない。 
２） 成果の普及 
■研究成果の還元シナリオ 
  (１) 本研究で開発する抵抗性検定法ならびに DNA マーカーを育種システムに組み込むことで、抵抗

性品種育成の効率化が図られる。 
  (２)開発する高温期生育適応性検定法を利用することで、耐暑性品種育成の効率化が図られる。 
  (３)本技術を利用して育成した品種系統とそうか病抵抗性品種系統との交配を行い育成することで、

土壌消毒の回数を減らすことが可能になり、作業性向上ならびに生産コストの低減化が図れる。 
■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 
・経済効果 
青枯病年間推定被害額は2億6,000万円のため、抵抗性品種の育成ができれば、生産者の所得向上が図
られる。また、青枯病かつ耐暑性を持つ品種を育成することにより、生産者は「薬剤使用回数・経費削減」、
「減農薬栽培等による高付加価値化・ブランドの確立」が可能になり、特栽品としての販売が可能になる
(対象作目の栽培面積は4,130ha、生産量962,00t、産出額は124億円：平成22年度)。加えて、生育適期
が広がり、秋作植え付けの前進化が可能になり、周年出荷による単価向上の可能性がある。 
（研究開発の途中で見直した事項） 

 



（様式2）               研究評価の概要 

種
類 

自己評価 研究評価委員会 

 
 
事 
 
前 

（平成25年度） 
評価結果  
(総合評価段階 ：S) 
・必 要 性 ：S 
今後も温暖化が進行していくことが予測されて
おり、高温下で多発する青枯病は、甚大な被害を及
ぼすことが予想される。また、減農薬栽培、薬剤費
削減および高付加価値化・ブランド化が現場から求
められている。その対策として抵抗性品種の利用が
有効である。しかし、国内で導入されている S．
phureja 由来の青枯病抵抗性遺伝子は、後代で青枯
病抵抗性個体の出現率が低い。そのため、青枯病抵
抗性品種育成のスピードアップを図るには、DNA マ
ーカーの開発が急務である。また、温暖化による高
温条件下でのジャガイモの生育適応性検定法は確
立されておらず、耐暑性素材の探索がされておら
ず、検定法の確立が育種現場から求められている。 
 
・効 率 性 ：S 
花き・生物工学研究室ではジャガイモ病虫害抵抗
性DNAマーカー技術をこれまで４つ開発してきてお
り、ジャガイモのDNAマーカー開発に関する知見が
ある。また、青枯病抵抗性素材・系統を保持してお
り、マーカー開発に必要な素材を有している。 
高温時生育適応性検定法については、野菜で利用
された耐暑性評価法が報告されており、本法をジャ
ガイモに応用することが可能であると考えられる。
また、野生種等を含む耐暑性品種系統を保持してお
り、これらの遺伝資源を用いて耐暑性系統の選抜を
行う。 
・有 効 性 ： A 
 青枯病抵抗性室内検定法ならびにDNAマーカーの
開発と、高温時生育適応性検定法の開発により、地
球温暖化に適した品種育成の大幅なスピードアッ
プ化が図れる。 
・総合評価 ： S 
ジャガイモの青枯病抵抗性、耐暑性品種の育種
は、国内で唯一長崎県でのみ行われている。本事業
で開発するDNAマーカー選抜技術と高温期生育適応
性検定により温暖化に対応した品種育成のスピー
ドアップが期待できる。 

（平成25年度） 
評価結果  
(総合評価段階 ：A) 
・必 要 性 ：S 
 高温下で発生が危惧される青枯病を選抜できる
DNAマーカーの開発および高温条件下でのバレイシ
ョの生育適応性検定法は、温暖化が懸念される現在
において、バレイショ生産地である長崎県の重要な
課題である。 
 
・効 率 性 ：A 
 これまでも様々な病虫害抵抗性DNAマーカー技術
を開発し、それらを活用して優れたバレイショ品種
を育成してきており、育種研究における知見を有す
る点でも効率性は高い。 
  
・有 効 性 ：A 
 DNAマーカーの開発は、地球温暖化に適した品種
育成の大幅なスピードアップが図れる有効な研究
につながると思われる。しかし、高温期生育適応性
検定法においては、開発する新たな検定法と圃場検
定の関連を詳細に調べる必要がある。 
 
・総合評価 ：A 
 長崎県はこれまで暖地向けのバレイショの育種
を行っており、温暖化に対応した育種改良は重要な
課題である。また、DNAマーカーの開発は、育種の
スピードアップにつながる研究として活用が期待
されるとともに、有益な知的財産として特許権等の
取得を念頭においた研究に取り組んでほしい。 
 

 対応 対応： 
高温期生育適応性検定法の開発では、ポット栽培お
よび圃場での試験を行い、開発する検定法との関連
性について調べる。また、DNAマーカーについては、
特許権の取得を想定して研究を進めていく。 
 



 
 
途 
 
中 

（平成  年度） 
評価結果 
(総合評価段階：   ) 
・必 要 性 
・効 率 性 
・有 効 性 
・総合評価 

（平成  年度） 
評価結果 
(総合評価段階：   ) 
・必 要 性 
・効 率 性 
・有 効 性 
・総合評価 

 対応 対応 

 
 
事 
 
後 

（平成  年度） 
評価結果 
(総合評価段階：   ) 
・必 要 性 
・効 率 性 
・有 効 性 
・総合評価 

（平成  年度） 
評価結果 
(総合評価段階：   ) 
・必 要 性 
・効 率 性 
・有 効 性 
・総合評価 

 対応 対応 

 
 
 


